
第１回 消防組織検討会

令和元年１０月１日（火）

午後６時３０分から

市役所５階 511・512 会議室

１ 開 会

２ 副市長挨拶

３ 委員紹介

４ 議 事

（１）消防概況について（報告）

（２）消防の課題について

５ そ の 他

６ 閉 会
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 （1） 消防概況について(報告）
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３　消防本部及び署所の施設概要

所在地 野田市宮崎１２６－２ 所在地 野田市中野台１７２

敷地面積 ２，３２７．００ｍ２ 敷地面積 ５０１．４３ｍ２

建物構造 鉄筋コンクリート造 建物構造 鉄筋コンクリート造

階　数 地上３階 階　数 地上２階

延床面積 ９９４.０９ｍ２ 延床面積 ３２５.６０ｍ２

竣工年月 昭和４５年６月 竣工年月 昭和４６年４月

所在地 野田市船形１５５０－２ 所在地 野田市二ツ塚１３９－９１

敷地面積 １，１７８．１７ｍ
２

敷地面積 １,３５８．５２ｍ
２

建物構造 鉄筋コンクリート造 建物構造 鉄筋コンクリート造

階　数 地上２階 階　数 地上１階

延床面積 ４５３.００ｍ２ 延床面積 ３５１.６８ｍ２

竣工年月 昭和５６年３月 竣工年月 昭和６０年３月

所在地 野田市東宝珠花４３５－１ 所在地 野田市西高野４５１－４

敷地面積 ３，６１６．１１ｍ２ 敷地面積 ６００．００ｍ２

建物構造 鉄筋コンクリート造 建物構造 鉄筋コンクリート造

階　数 地上２階 階　数 地上１階

延床面積 １，２７６.００ｍ
２

延床面積 ２４４.３７ｍ
２

竣工年月 平成３年３月 竣工年月 平成１６年７月

消 防 本 部 ・ 消 防 署 中 央 分 署

北 分 署 南 分 署

関 宿 分 署 関 宿 北 出 張 所
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計 男 女 その他

平成２６年 237 69.6 165 165

平成２７年 249 66.7 166 166

平成２８年 249 67.5 168 168

平成２９年 249 69.5 173 170 2 1

平成３０年 249 71.5 178 172 2 4

合計 建物 林野 車両 その他

平成２６年 75 38 6 6 25

平成２７年 61 21 5 8 27

平成２８年 52 27 1 4 20

平成２９年 54 22 4 5 23

平成３０年 41 27 1 2 11

合計 急病
交通
事故

一般
負傷

労働
災害

自損
事故

運動
競技

火災
事故

加害
水難
事故

自然
災害

その他

平成２６年 6,924 4,409 707 934 79 79 27 54 42 2 0 591

平成２７年 7,003 4,565 667 906 96 80 37 45 37 11 4 555

平成２８年 7,100 4,593 642 959 79 77 38 33 50 4 0 625

平成２９年 7,346 4,762 614 1,042 77 57 34 38 40 2 3 677

平成３０年 7,673 5,073 619 1,021 117 69 36 28 51 4 1 654

合計
火災
事故

交通
事故

水難
事故

自然
災害

器械
事故

建物
事故

ガス
酸欠

爆発
事故

その他

平成２６年 100 6 24 5 0 3 27 0 0 35

平成２７年 99 1 28 9 4 2 27 3 0 25

平成２８年 93 0 29 3 0 5 36 0 0 20

平成２９年 99 0 27 3 2 1 26 2 0 38

平成３０年 105 0 32 4 1 1 21 0 0 46

4　消防職員数過去5年間の経緯

算定
人数

救　　急

実数充足率
（％）

※　算定人数は、消防力の整備指針に基づいた、現有車両台数に対する必要人数である。
　　 その他人数は、再任用職員

5　災害件数過去５年間の経緯

各年４月１日現在

救　　助

火　　災　

建物焼損
床面積㎡

1,357

598

307

779

1,254
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第３ ０分 団 １部～２部

関
宿
方
面
隊

第２ ６分 団 １部～３部

第２ ７分 団 １部～３部

第２ ８分 団 １部～２部

第２ ９分 団 １部～３部

第２ ４分 団 １部～２部

第２ ５分 団 １部～３部

第２ ３分 団 １部～２部

団本部
第１ ７分 団 １部～２部

団

長

副

団

長

第１ ８分 団 １部～２部

第１ ９分 団 １部～２部

北

方

面

隊

第２ ０分 団 １部～３部

第２ １分 団

第２ ２分 団 １部～４部

第１ ２分 団

第１ ３分 団 １部～２部

南

方

面

隊

第１ ４分 団 １部～２部

第１ ５分 団

第１ ６分 団 １部～２部

6　消防団組織図

団 本 部 付 女性消防団員

第 １ 分 団

中
央
方
面
隊

～

第 ７ 分 団

第 ８ 分 団 １部～４部

第 ９ 分 団
～
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 7 消防団詰所配置図
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定　数 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年
26 15 15 15 15 15

中央方面隊 5 5 5 5 5 5
第１分団 15 15 15 15 14 14
第２分団 15 14 14 14 12 13
第３分団 15 14 15 12 12 11
第４分団 15 14 13 15 14 9
第５分団 15 14 12 10 7 7
第６分団 15 11 10 10 9 10
第７分団 15 11 11 10 8 10
第８分団１部 15 13 13 14 13 12
第８分団２部 14 13 13 14 14 13
第８分団３部 14 12 12 9 8 8
第８分団４部 14 14 14 12 12 12
第９分団 15 12 14 12 13 13
第１０分団 15 14 15 15 15 15
第１１分団 15 11 11 13 13 13
第１２分団 15 15 14 14 14 15
南方面隊 5 5 5 5 5 5
第１３分団１部 15 9 10 9 9 7
第１３分団２部 14 9 8 8 8 8
第１４分団１部 15 12 12 14 14 14
第１４分団２部 14 4 4 4 4 4
第１５分団 15 13 14 13 13 15
第１６分団１部 15 14 14 14 14 13
第１６分団２部 14 14 13 13 13 11
第１７分団１部 15 14 14 14 14 14
第１７分団２部 14 12 12 13 13 14
第１８分団１部 15 14 14 14 14 14
第１８分団２部 14 10 6 8 8 9
北方面隊 5 5 5 4 4 5
第１９分団１部 15 9 9 9 12 13
第１９分団２部 14 10 11 11 9 11
第２０分団１部 15 13 13 13 13 10
第２０分団２部 14 11 11 14 14 12
第２０分団３部 14 13 12 13 9 9
第２１分団 15 15 15 15 15 13
第２２分団１部 15 13 13 13 13 13
第２２分団２部 14 14 14 13 13 12
第２２分団３部 14 13 12 13 13 13
第２２分団４部 14 14 13 11 10 11
第２３分団１部 15 14 12 12 11 12
第２３分団２部 14 13 13 12 13 12
第２４分団１部 15 14 14 13 13 14
第２４分団２部 14 13 13 14 14 14
関宿方面隊 5 5 5 5 5 5
第２５分団１部 15 15 15 15 13 13
第２５分団２部 14 11 13 11 10 9
第２５分団３部 14 13 13 13 13 13
第２６分団１部 15 11 10 10 10 12
第２６分団２部 14 15 15 12 11 10
第２６分団３部 14 13 14 13 13 13
第２７分団１部 15 14 14 14 14 14
第２７分団２部 14 15 15 14 14 15
第２７分団３部 14 13 15 14 14 14
第２８分団１部 15 12 11 10 10 10
第２８分団２部 14 12 11 11 9 8
第２９分団１部 15 14 14 12 12 12
第２９分団２部 14 11 8 8 7 7
第２９分団３部 14 10 8 8 8 8
第３０分団１部 15 7 8 8 10 10
第３０分団２部 14 14 14 14 14 14

860 736 725 710 690 684
100 85.6 84.3 82.6 80.2 79.5充足率（％）

　８　消防団員数過去５年間の経緯
各年４月１日現在

合　　計

中央

南

北

関宿

団本部
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実施予定月 行　　事　　内　　容

操法指導（出場分団）

水出し操法訓練・消防団規律訓練・新規採用職員研修会

野田市水防演習

利根川水系連合水防演習会（担当方面隊幹部）

消防団操法大会

６月 東葛飾支部操法大会（出場分団）

消防団幹部会議（幹部）

千葉県操法大会（出場分団）　

８月

９月 消防団救命講習会（各分団１名程度）

消防殉職者慰霊祭（団長）

野田市防災フェア（副分団長以上・担当方面隊）

秋の火災予防運動　防火キャンペーン

消防団長特別点検

消防団員健康診断

１２月

１月 野田市消防出初式

消防団幹部会議（幹部）

献血

春の火災予防運動　火災予防キャンペーン

千葉県消防大会（表彰受賞者）

２月

３月

９　消防団年間行事予定

４月

５月

７月

１０月

１１月
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令和元年 10月１日第１回消防組織検討会資料

（２）消防の課題について

１ 消防団について

消防団員は、常備の消防職員とは異なり、平素は生業を持ちながら「自らの

地域は自らで守る」という崇高な郷土愛後の精神に基づき、消防活動を行う権

限と責任を有する非常勤特別職の地方公務員である。

消防団は、地域密着性・要員動員力・即時対応力の特性を生かしながら、消

火活動等をはじめとして、大規模災害時には住民の避難誘導や災害防ぎょ等を

行い、更に、地域防災の中核的存在として、平常時においても地域に密着した

活動を展開しており、消防・防災力の向上、コミュニケーションの活性化にも

大きな役割を果たしている。

しかしながら、社会環境の変化等に伴い、団員数の減少等のさまざまな課題

に直面している。

＜主な課題＞

ア 消防団員確保の取組について

・新たな取組……被用者の消防団への加入促進

大学生等の消防団への加入促進

女性の消防団への加入促進

公務員等の消防団への加入促進

機能別団員制度の導入

・身分取扱い……年額報酬の引上げ

報酬等の支給方法

・負担軽減………各種の行事等の見直し（操法大会のルールなど）

イ 消防団組織の在り方について

・組織の再編………消防団員定数（分団定数）

分団数

管轄区域の見直し

ウ 消防団車両、消防団器具置場の更新
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２ 常備消防について

常備消防は、災害の大規模化、住民ニーズの多様化等、近年消防を取り巻

く環境は急速に変化しており、消防はこの変化に的確に対応しなければなら

ない状況である。

しかし、出動体制、保有する消防車両等の住民サービス面や組織管理面での

限界、経験豊富な職員の退職、更に、消防拠点の在り方などさまざまな課題に

直面している。

＜主な課題＞

ア 救急件数の増加…………………組織や出動体制の見直し

イ 複雑多様化する各種災害………組織の強化

ウ 経験豊富な職員の退職…………若手職員の指導育成（女性職員含む）

エ 消防拠点の見直し………………署所の再編

オ 消防庁舎の建て替え……………消防庁舎等整備計画

（H29～消防庁舎建設検討チーム発足）
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３ 第１回野田市消防委員会の決定事項

令和元年８月１６日に、第１回野田市消防委員会を開催しました。

会議の内容は次のとおりです。

議題 1 委員長及び副委員長の選出
（委員長は、隈本委員）（副委員長は、関根委員）に決定

議題 2 消防概況について
消防本部及び消防団の状況を報告し、承諾を得る。

議題３ 消防の課題について

消防団の主な課題及び常備消防の主な課題を説明し、承諾終得る。

議題 4 消防組織検討会について
消防組織検討会の設立及び委員、会長、副会長を推薦し、承諾を得

る。

議題５ 今後の流れについて

９月～10月 消防組織検討会開催
11月末 第 2回消防委員会開催（諮問）（調整後：12月 3日）
12月～1月末 消防組織検討会開催
2月中 第 3回消防委員会開催（答申）

① 第１回消防委員会の意見

・消防職員の充足率が低いこと。

・救急業務の増加に対する対応。

・消防団員の確保対策。

・消防団の災害時での福祉との連携。

・操法大会の見直し。

② 諮問の方針

・消防の課題を消防組織検討会でまとめる。

・優先的な課題から随時諮問を行い、答申を得る。

③ その他

・救急車の出場から現着時間の推移（過去 5年間）資料請求
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・火災（消防車）出場から現着時間の推移（過去 5年間）資料請求
４ 消防組織検討会の業務

令和元年８月１６日開催の第１回野田市消防委員会において、野田市消防

委員会条例第７条により、消防の組織及び運営に関する事項について専門的

に調査審議するため、消防組織検討会（以下「検討会」という。）が設置され

ました。

ついては、真に必要な消防団の課題及び常備消防の課題について、現場サ

イドの意見として提案していただき、何が優先的な課題なのかを審査し、優

先的な課題の調査審議を行い、消防委員会に報告する。

○課題の検討

＜消防団の課題＞

①消防団員確保の取組…………負担軽減（各種行事の見直し）

消防団員の報酬

加入促進の新たな取り組み

②消防団組織の在り方…………消防団員定数（分団員定数）

分団数

管轄区域

③消防団装備の改善……………消防団車両、消防団器具置場の更新

＜常備消防の課題＞

①救急件数の増加………………組織や出動体制の見直し

②経験豊富な職員の退職………若手職員の指導育成（女性職員含む）

③消防庁舎の建て替え…………消防庁舎等整備計画

④複雑多様化する各種災害……組織の強化

⑤消防拠点の見直し……………署所の再編
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○課題の優先順位の検討

（消防団）

消防団は、社会環境の変化等に伴い、さまざまな課題に直面している。な

かでも消防団員の減少は全国的な減少傾向であり、野田市消防団においても、

毎年減少し、平成３１年４月１日現在で、６３８人となり、野田市消防団条

例の定員８６０人に対して、７４．２％となっている。

総務省では、平成３１年４月２６日付け「地域防災力の一層の充実強化に

関する大臣書簡」（別添資料 2）を発行し、消防団員の確保に向けた取組を積
極的に取組む必要があると謳っている。

消防団員の確保については、大きく分けて基本団員の確保と多様な人材の

確保が上げられるが、まずは基本団員の確保を優先として、消防団員の負担

軽減と処遇改善が必要と考えられる。

よって、消防団関係課題の優先順位は、

１番目、①消防団員の確保の取組の内、「消防団員の負担軽減（各種行事の

見直し）」と「消防団員の報酬」とする。

負担軽減の例としては、操法訓練等をバランスよく行うとともに、過重な負

担がかからないよう、真に必要な訓練を効率的なスケジュールで実施すること

が必要と考えられる。

また、処遇改善として、消防団員の年額報酬及び出動手当は、令和元年度か

ら、本人への支給を実行したが、出動手当の金額２，２７０円について、近隣

市の状況を踏まえ再検討する必要がある。

２番目、①消防団員の確保の取組の内、「加入促進の新たな取り組み」とす

る。

消防団員として、多様な人材の活用として、女性、地方公務員、消防職員

OB・消防団 OB、学生、少年消防クラブ、事業所等の協力を願う。

３番目、②消防団組織の在り方は、消防団員の定数、分団数、管轄区域の

見直しの検討が必要であり、地域や自治会等との調整が不可欠となり、更に

は、③消防団装備の改善として、消防団車両、消防団器具置場の更新の検討

も併せて必要となる
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（常備消防）

常備消防は、災害の大規模化や、住民ニーズの多様化等により、出動体制

の変化や、保有する消防車両等の組織管理面での限界、更に、経験豊富な職

員の退職、消防庁舎の老朽化や消防拠点の在り方など、さまざまな課題に直

面している。なかでも救急の災害件数は、年々増加し平成３０年に７６７３

件となり、５年前と比べると７４９件の増で１１％の増となっている。

ついては、救急件数の増加を最優先課題と捉え、救急１１９番電話の適正

利用の促進や救急予備車を有効運用し、組織や出動体制の見直し検討が必要

と考えられる。

よって、常備消防関係課題の優先順位は、

１番目、①救急件数の増加とし、組織や出動体制の見直しを最優先検討課

題とする。

２番目、②経験豊富な職員の退職とし、若手職員の指導育成（女性職員含

む）、研修等の充実を図る。

３番目、④複雑多様化する各種災害とし、職員の充足率を高め、組織の強

化を図る。

４番目、③消防庁舎の建て替えとし、ファシリティーマネージメント（施

設の長寿命化計画）の基本方針に基づく。併せて、⑤消防拠点の見直し、署

所の再編を検討する。



＜参考資料＞

1.野田市消防委員会条例

（消防団関係）

2.地域防災力の一層の充実強化に関する大臣書簡

3.消防団確保等に向けた重点取組事項について

4.令和元年度民間防火組織実態調査結果

5.千葉県内消防団概況（分団数・団員定数・報酬・費用等）

（常備消防関係）

6.消防概況（千葉県内消防本部 定員・出動件数）

7.千葉県内消防本部概況（消防車両・諸手当）

8.野田市消防本部消防施設整備計画実態調査総括表

（消防職員の充足率）



○ 野田市消防委員会条例（平成 7年野田市条例第 14号）

(設置)

第 1条 消防の円滑な運営を図るため、地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 1

38 条の 4 第 3項の規定に基づき、野田市消防委員会(以下「委員会」という。)

を設置する。

(所掌事務)

第 2条 委員会の所掌事務は、次のとおりとする。

(1) 市長の諮問に応じ、消防の組織及び運営に関する事項について調査審議

し、答申すること。

(2) 消防の組織及び運営に関する事項について市長に意見を述べること。

(組織及び委員)

第 3条 委員会は、委員 18人以内で組織する。

2 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。

(1) 学識経験者

(2) 消防関係者

(3) 一般社団法人野田市医師会を代表する者

(4) 野田市赤十字奉仕団を代表する者

(5) 野田市女性団体連絡協議会を代表する者

(6) 野田市自治会連合会を代表する者

(7) 消防長

(8) 公募に応じた市民

(9) その他市長が必要と認める者

(任期)

第 4条 委員の任期は、2年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合における

補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

2 委員は、再任されることができる。

(委員長及び副委員長会長)

第 5条 委員会に委員長及び副委員長各 1人を置く。

2 委員長及び副委員長は、委員の互選により選出する。

3 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。



4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理す

る。

(会議)

第 6条 委員会の会議は、委員長が招集し、会議の議長となる。

2 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。

3 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長が決す

る。

(消防組織検討会)

第 7 条 委員会に、消防の組織及び運営に関する事項について専門的に調査審

議するため、消防組織検討会(以下「検討会」という。)を置くことができる。

2 検討会は、調査審議した事項について、委員会に報告する。

3 検討会の委員は、消防長の推薦により委員長が指名する。この場合において、

消防長は、消防職員及び消防団員のうちから推薦するものとする。

4 検討会に、会長及び副会長を置き、消防長の推薦により委員長が指名する。

この場合において、消防長は、会長については、消防職員のうちから推薦す

るものとする。

5 会長は、会務を総理し、検討会を代表する。

6 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。

7 検討会は、会長が招集し、会議の議長となる。

8 検討会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。

9 検討会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長が決す

る。

(意見の聴取等)

第 8 条 委員会及び検討会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認め

るときは、関係者に対し、出席を求め、意見を聴き、又は資料の提出を求め

ることができる。

(委任)

第 9条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

付 則

この条例は、令和元年７月１日から施行する。



報道資料

　　く　ら　し　の　ユト　に

翻総務省
MIC鵠賠編艦｝蒜H細

平成31年4月26日
消　　　防　　　庁

地域防災力の一層の充実強化に関する大臣書簡

都道府県知事及び市区町村長に対し、地域防災力の一層の充実強化に向けた取組

を依頼するため、総務大臣から書簡を発出します。

O総務大臣書簡の発出先
　都道府県知事及び市区町村長

○発出日

　平成31年4月26日（金）

○依頼内容・

　・　将来の地域の人口等の見通しや災害発生のおそれ等を踏まえ、地

　　域防災力の充実強化をどのように図っていくかを、地域の方々とと

　　もにしっかりと議論していただくこと

　・　地域防災力の中核的な役割を担う消防団について、将来の地域に

　　おいて消防団の果たす役割、機能に関する検討を行い、消防団の体

　　制についての定量的な目標を設定した上で充実強化を図ること

　・　引き続き、消防団員の確保に向けた取組を進めること

Oその他
　この書簡に加え、今後、経済団体に対しても、総務大臣から書簡を発
出し、協力依頼をする予定です。（別添の囲を参照）

E

量顯、

【連絡先】

消防庁国民保護・防災部地域防災室

担　当：阿部課長補佐、伊藤係長、川崎事務官
電　話：03－5253－7561（直通）
ファクシミリ　：03－5253－7576

E
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                                                     消 防 地 第 1 5 号  

平成 30 年１月 19 日  

 

各都道府県知事 

各指定都市市長 

 消 防 庁 長 官   

（公 印 省 略）  

 

 

消防団員の確保等に向けた重点取組事項について 

 

 

 今後、首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模災害の発生が危惧される中、多様化・増加す

る消防団の役割に対応するためには消防団員の確保等が必要となることから、消防庁では、平成

29年 10月から「消防団員の確保方策等に関する検討会」を開催し、消防団員の確保方策等につ

いて検討を行ってきたところです。今般、同検討会における報告書が取りまとめられました。 

 この報告書を踏まえて、今後重点的に取り組んでいただきたい事項についてまとめましたの

で、積極的な取組を行っていただくようお願いします。都道府県にあっては、貴都道府県内の市

町村に対して、下記事項に留意の上、地域の実情に応じた消防団員の確保について積極的な取組

を行うよう周知し、適切に助言されるようお願いします。 

 また、例年３月末から４月にかけて消防団員の定年等による異動や入退団が多い状況を踏ま

え、都道府県知事や市町村長の強いリーダーシップの下、地域を挙げて消防団員の確保等に取り

組んでいただくようお願いします。 

 なお、本通知は消防組織法（昭和 22年法律第 226号）第 37条の規定に基づく助言として発出

するものであることを申し添えます。 

 

 

  

殿 

「消防団員の確保方策等に関する検討会」報告書等は消防庁ホームページに掲載していますので、

本通知とあわせてご確認ください。 

・「消防団員の確保方策等に関する検討会」報告書 

http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h29/danin_kakuho/index.html 

・「消防団員の確保方策等に関する検討会」資料等 

http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h29/danin_kakuho/index.html 
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記 

 

１ 消防団の役割の多様化への対応 

（１）今後の消防団員確保と地域防災体制のあり方に係る基本的な考え方 

近年、災害が多様化・大規模化し、様々な役割が消防団に求められる一方で、消防団員数

は年々減少している。さらに、今後発生が危惧される首都直下地震や南海トラフ地震等の大

規模災害等に備えることも必要である。このため、消防団員の数の確保と質の向上を通じ

て、消防団の災害対応能力の向上を図ること。 

また、多様化・大規模化する災害に対応するには、消防団のみならず、自主防災組織、女

性防火クラブ、防災ボランティア、事業所、社会福祉協議会等、防災に関する地域の様々な

組織との適切な役割分担と連携協力のもと、地域が一丸となって防災に取り組むことが求め

られる。このため、消防団の充実強化とあわせて、自主防災組織等の充実を図り、地域防災

力全体の向上につなげること。 

 

 （２）基本団員を中心とした消防団員の確保等 

   ① 基本団員の確保と質の向上 

地域防災体制の中核を担うのは、地域密着性、要員動員力、即時対応力といった特性

を持つ消防団である。このため、U引き続き消防団員の確保に努めるとともに、特に、消

防団の中核としてあらゆる災害に対応できる基本団員の確保に取り組むUこと。 

基本団員の質の向上に向け、操法訓練のみならず、その他災害時に求められる役割を

果たすために必要な知識・技術を身につけるための訓練等をバランスよく行うとともに、

加重な負担がかからないよう真に必要な訓練を効率的なスケジュールで実施すること。 

 

   ② 消防団の知名度・イメージアップ 

     消防団員の確保に向けては、消防団の知名度・イメージアップを図ることが必要であ

る。このため、「消防団員入団促進キャンペーン」におけるポスターや動画等の広報媒

体も活用しながら、消防団の活動の全容を分かりやすくＰＲするとともに、ドローンや

バイクの活用等の先進的な取組のＰＲ等も行い、消防団への興味を喚起すること。 

     また、こうした消防団の知名度・イメージアップとあわせて、地方公共団体の担当部

局と消防団が協力して、住民に対する直接の勧誘や、女性、学生、被用者、自主防災組

織等の構成員等の多様な人材の確保のための働きかけを強化すること。 

 

 （３）大規模災害時のマンパワー確保に係る課題への対応 

   ① 「大規模災害団員」の導入 

     消防団員の確保にはあらゆる災害に対応できる基本団員の確保が重要となるが、基本
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団員の確保は容易ではなく、更に大規模災害時には基本団員だけでは十分に対応できな

い場面も想定される。 

     このため別紙１に示す具体例を参考に、基本団員の確保とあわせて、U大規模災害時に

限定して出動し、基本団員だけでは対応出来ない活動や事業所等で所有する資機材を用

いた活動を行う「大規模災害団員」を積極的に導入すること。 

 

   ② 自主防災組織等の強化と消防団との連携 

     大規模災害時に多様化・増加すると想定される役割を果たすには、様々な組織の適切

な役割分担と連携協力が必要であるとともに、自主防災組織等その対応能力の向上も不

可欠である。このため、消防団員や防災士等の防災活動に関する知識が豊富な人材を指

導者として、自主防災組織等のリーダー育成の取組を進め、自主防災組織等のレベルア

ップを図ること。 

また、消防団が平時には自主防災組織等の教育訓練において指導的な役割を担うとと

もに、災害時には自主防災組織等の指揮をとる等の役割分担を行い、U平時・非常時とも

に自主防災組織等と消防団との連携を強化するUこと。さらに、U自主防災組織等において

防災活動を中心的に担う者を「大規模災害団員」とし、情報収集や消防団との連絡調整

等を行うUこと。 

 

   ③ 消防団の応援出動 

大規模災害時には、管内の消防力だけでは対応が不可能な場合も想定される。このた

め、消防団の相互応援に係る協定等の締結を進めること。 

応援にあたっては、消防団員は他に生業等を有しており、離れた地域へ長期間応援出

動することが難しいといった事情も勘案し、比較的短期間、近接した地域への応援とす

る等の工夫を行うこと。 

 

２ 多様な人材の活用 

（１）女性 

女性消防団員は広報・指導活動、救急救命講習等にとどまらず、操法訓練や消火活動等の

様々な場面で活躍している。そうした中、全体に占める女性の割合は全体の約３％と未だ非

常に低い。このため、U引き続き、女性の入団促進に取り組むUとともに、女性がより幅広い分

野で消防団員として活動できるようにするための環境整備等にも留意すること。 

 

 （２）地方公務員 

若手職員を一定期間入団させる取組や地方公共団体の職員で構成する分団の創設等を参考

に、U引き続き地方公務員の入団促進に取り組むUこと。 
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ただし、地方公務員が消防団活動に従事する場合、大規模災害時の災害対策本部の運営等

に支障を来すおそれもあるため、大規模災害時の公務と消防団活動の棲み分けについて考え

方を事前に定めておく等、U職員の参集体制の確保等にも配慮するUこと。 

 

 （３）消防職員ＯＢ・消防団員ＯＢ 

消防職員ＯＢや消防団員ＯＢ（定年等による退団者のみならず、本業の多忙等により退団

する消防団員を含む）の経験・知見の活用は有効である。このため、Uこれらの者をボランテ

ィア等ではなく「大規模災害団員」等の消防団員として位置づけるUとともに、他の消防団員

の指導を行う消防団員として活用し、安心して活動できる環境を整備すること。 

 

 （４）学生 

学生の消防団活動への参加は、地域社会の一員として地域の安全確保や地域コミュニティ

の活性化に貢献できるとともに防災知識等を取得できるなど、学生の側にとっても様々な意

義を有するのみならず、長期的な地域防災の担い手の確保に資するものである。このため、U

大学等と連携し、大学生をはじめとした学生の入団促進に引き続き取り組むUこと。 

また、「学生消防団活動認証制度」の導入を引き続き促進すること。あわせて、その効果

が高まるよう地域の経済界に同制度をＰＲするとともに、地方公共団体の職員の採用の際に

も同制度を積極的に活用すること。 

 

 （５）少年消防クラブ 

将来の地域防災の担い手を確保するため、少年消防クラブ等の活動の活性化を通じ、高等

学校以下の児童及び生徒の消防団活動等の地域防災に関する理解を促進すること。 

特に、少年消防クラブの運営や指導の面で消防署・消防団が普段から積極的に連携した

り、高校生まで少年消防クラブ員を継続可能とする等、U少年消防クラブ員から消防団員へ自

然に進むような工夫を行うUこと。 

 

 （６）事業所・団体等 

被用者の入団促進に向けて、消防団活動に対する事業所の理解・協力を得るため、地方公

共団体の担当と消防団とが連携し、地域の事業所を訪問する取組等を行うこと。 

また、事業所の自衛消防組織の構成員の入団、消防団活動における事業所所有の資機材の

活用、「大規模災害団員」のなり手確保等、U消防団への組織的な協力について、事業所や経

済団体に働きかけるとともに、事業所等と協定を締結する等の取組を行うUこと。 

「消防団協力事業所制度」の更なる導入を進めるとともに、協力事業所に対する効果的な

メリットとして、事業税額の減税措置、入札参加資格の加点、奨励金の支給等の措置を導入

すること。 
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３ 消防団員の活動環境の整備 

（１）転居や本業の多忙に伴う退団等への対応

① 転居に伴う退団への対策

転勤や進学に伴う転居により退団する層の存在を踏まえ、転出先でも消防団活動を容

易に継続できるようにするため、別紙２のとおり、U消防団員歴を示す紹介状の例を作成

したので、転入先の地方公共団体における入団手続きの簡素化等に活用するUこと。 

② 本業の多忙等に伴う退団への対策

本業が多忙等の理由により退団が見込まれる者については、活動を限定した「大規模

災害団員」への移行や、団員の身分を保持したまま一定期間活動を休止できる休団制度

の活用等により、消防団活動を継続しやすい環境を整備すること。 

③ 役職を退くこと等による退団への対策

団長・分団長・部長等の役職を退いた消防団員については、団員の階級に戻り消防団

にとどまることや、「大規模災害団員」になること等、経験や知見を生かして活躍して

もらうための工夫をすること。また、平日昼間の消火活動等を担う機能別団員としての

役職経験者の活用も、地域の実情に応じて、引き続き推進すること。 

（２）処遇・装備の改善等

① 処遇の改善

消防団の活動実態に見合う適切な額の年額報酬や出動手当を支給する必要があるた

め、U年額報酬や出動手当を引き上げることU。U特に、年額報酬等が低い地方公共団体にお

いては、地方交付税単価（年額報酬36,500円、１回当たり出動手当7,000円）を踏まえ、

早急にその引上げを行うUこと。 

また、消防団員に対する年額報酬等の支給方法については、消防組織法第23条の規定

に基づき、各地方公共団体の条例で定められているところ、U年額報酬等はその性格上本

人に支給されるべきものであることを踏まえ、適切に支給するUこと。 

② 装備の改善

平成26年２月７日に「消防団の装備の基準」（昭和63年消防庁告示第３号）の一部改正

に伴い、消防団の装備に関する地方交付税措置が大幅増額されたことを踏まえ、U引き続

き、消防団の装備の改善を集中的・計画的に進めるUとともに、特に安全装備や情報通信

機器の配備については早急に取り組むこと。 
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１ 基本的な考え方 

「大規模災害団員」は、大規模災害時に消防団の役割が増加・多様化し、基本団員の

みでは人手不足が生じるような場合に限り出動。 

※ 出動基準は、想定される災害の種類・規模、「大規模災害団員」の活動内容、基本団員の数、

関係する団体の役割分担等の地域の実情を踏まえて設定。 

   ※ 名称は、活動内容等を踏まえ、地域の実情に即したものとすることも可能。 

 

２ 活動内容（例） 

○ 例１ 大規模災害時に新たに発生する活動、人手不足となる活動を実施。 

※ 災害情報の収集・報告・地域住民への伝達、避難誘導・安否確認（これに伴う簡易な救助・

捜索を含む）、避難所運営支援（応急救護等消防活動に密接に関連するもの）等 

※ 被害状況や活動期間によっては、救助活動、がれき撤去、捜索活動等の支援等も実施。 

 ○ 例２ 事業所等で所有する資機材を活用した活動について、事業所の従業員等が「大

規模災害団員」として、事業所所有の資機材を活用し組織的に実施。 

※ 建設会社等による重機を活用した啓開、ドローン等を所有する事業所等による情報収集等 

 

３ 想定されるなり手（例） 

消防職員ＯＢ・消防団員ＯＢ、自主防災組織等の構成員（※１）、学生、事業所・団

体等の従業員、特殊な資機材等を持つ事業所・団体等の関係者（※２）等 

※１ 自主防災組織等において防災活動を中心的に担う者が「大規模災害団員」として消防団と

の連絡調整等を実施。 

※２ 関係団体等との連携の下、防災知識等が豊富な防災士、水防団員（水災においては水防団

員として活動）、救急救助等の必要な技能を持つ者等が「大規模災害団員」として活動を実

施。 

 

４ 訓練（例） 

年に数回、大規模災害を想定した訓練を実施。 

※ 過大な負担を避け、求められる役割に必要な知識・技術を身に付ける訓練を集中的に実施。 

 

５ 組織（例） 

分団・部・班といった組織とは別に、団本部付や分団本部付とすることも可能。 

※ 地域の実情や活動内容により様々な組織形態が考えられる。 

 

６ 処遇（例） 

○ 年額報酬  ：活動内容に応じて基本団員よりも一定額を減じた年額報酬も可 

（日額報酬でも可） 

○ 出動手当  ：基本団員と同程度の額 

○ 退職報償金 ：退職報償金なしでも可（退職報償金なしの場合は掛金不要） 

○ 公務災害補償：公務災害補償の対象 

○ 階級    ：団員（※） 

※ 一定の知識・技術を持つリーダー的存在の者を班長や部長等の階級に位置付けることも可能。 

「大規模災害団員」の具体例 

別紙１ 

Ｐ．２ 

１（３）①参照 



「大規模災害団員」の概要

※以下はあくまで一例であり、地域によって運用が異なり得ることに留意。

【例１】
大規模災害に新たに発生する活動等

【例２】
事業所等で所有する
資機材を活用した活動

＜基本的な考え方＞
「大規模災害団員」は、大規模災害時に新たに業務が発生したり、人手不足となる場合に限り出動

（例）災害種別毎の出動例 風水害 ：被害が広範囲に及び避難勧告の発令や避難所開設等が必要な場合 等
地震・津波：震度5強以上、津波警報が発表された場合、避難所開設が必要な場合 等

「大規模災害団員」 （参考）基本団員

活
動
場
面

・大規模災害
・大規模災害を想定した訓練
・地域の防災訓練
※式典等には必要に応じて参加

・大規模災害
・大規模災害を想定した訓練
・地域の防災訓練
・火災、風水害
・操法訓練
・救助訓練・ポンプ等点検
・救命講習会等の研修
・普及・啓発（火災予防運動、年末警戒）

・式典等（操法大会、出初式、祭り警備等）

報
酬
・
手
当

・年額報酬：
基本団員より低額でも可

・出動手当：
基本団員と同程度の額

・年額報酬：条例により規定
（交付税措置 36,500円/人/年）

・出動手当：条例により規定
（交付税措置 7,000円/回）

退
職
報
償
金

・条例で退職報償金なし
とすることも可

・階級別、勤務年数別に、
条例で規定され支給される

（消防基金への掛金 19,200円/人/年）

公務
災害
補償

・公務災害補償の対象
（消防基金への掛金1,900円/人/年)

・公務災害補償の対象
（消防基金への掛金1,900円/人/年)

大規模災害時に新た
に発生する活動、
人手不足となる活動

大規模災害時に
必要な活動

通常の
消防団活動

・消火活動
・救助活動
・警戒活動

等

※基本団員が中心
となって担当

・災害情報の収集、
報告、住民への伝達

・避難誘導・安否確認
・避難所運営支援

・重機を活用した
啓開活動

・ドローンやバイクを
活用した情報収集活動

・水上バイクを活用した
水難救助活動

＜活動内容（例）＞ ＜処遇等＞



 

平成  年  月  日 

紹介状（例） 
 
○○市（町村）消防団長 殿 
 

○○市（町村）消防団長 
  ○○ ○○ 

 
 下記の方について、本市（町村）において消防団活動を行い地域社会に貢献

したことを評価し、紹介しますので、貴団体における入団に向けた手続きをよ

ろしくお願いします。 
 

記 
 
１ 入団希望者 

氏  名 U            
住  所 U            
ＴＥＬ  U            
生年月日 U平成  年  月  日 
 

２ 所属分団 U    分団 
 
３ 活動期間 U平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 
 
４ 階級   U       
 
 
（本紹介状に係る問い合わせ先） 
 ○○市（町村）○○○○○○課 担当：○○ 
 〒○○○－○○○○ 
 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
 ＴＥＬ○○－○○○○－○○○○ 

別紙２ 

Ｐ．５ 

３（１）①参照 
※ 管外に転出する消防団員に対して発行し、転入先 

における入団手続きに活用してもらうためのもの。 



令和元年度民間防火組織実態調査結果
平成31年4月1日現在

消防本部等 幼年消防 少年消防 婦人防火 合　　計
幼少年婦
人防火委

員会設置クラブ数　クラブ員数 クラブ数　クラブ員数 クラブ数　クラブ員数 クラブ数　クラブ員数

千葉市消防局 24 4C28 17 5，265 6 99 47 9，392 ○

銚子市消防本部 1 104 1 104 ○

市川市消防局 1 289 1 289 O
船橋市消防局 79 12，119 1 62 2 561 82 12，742 ○

木更津市消防本部 16 2，606 2 148 18 2，754 ○

松戸市消防局 11 1，445 1 16 7 80 19 t541 0
野田市消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 ※

成田市消防本部 1 92 1 92

習志野市消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 ※

柏市消防局 0 0 0 0 0 0 0 0 ※

市原市消防局 2 69 13 609 15 678

流山市消防本部 24 4，418 24 4！118

八千代市消防本部 18 862 18 862

我孫子市消防本部 8 878 1 51 9 929 O
鎌ケ谷市消防本部 19 2，636 2 64 4 76 25 2，776 ○

君津市消防本部 4 672 1 20 5 692 ○

富津市消防本部 14 t222 14 1，222 O
浦安市消防本部 1 71 1 71

四街道市消防本部 1 57 1 57

袖ケ浦市消防本部 13 t849 13 t849 O
富里市消防本部 2 40 2 40

栄町消防本部 0 0 1 13 0 0 1 13

香取広域事務組合 0 0 0 0 0 0 0 0 ※

旭市消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 ※

安房郡市広域 3 88 3 88 ○

長生郡市広域 0 0 0 0 0 0 0 0 ※

匝瑳市横芝光町消防組合 25 t738 25 1，738

山武郡市広域 0 0 0 0 0 0 0 0 ※

佐倉市八街市酒々井町 0 0 0 0 0 0 0 0 ※

印西地区消防組合 1 16 1 16

夷隅郡市広域 1 22 1 22 ○

平成31年度合計 260 34，630 38 6，264 28 t491 326 42，385 13

平成30年度合計 257 34，753 39 6，314 28 1，609 324 42，676 13

14か所 9か所 12か所
※印のところは、幼年・少年・婦人クラブの未設置



千　　葉　　県　・内　　消　　防　　団　　概　　況　（平成31 年4月1日現在）
実　員　数 団　　　報　　　　酬 費　　　用　　　弁　　　償

団 方面 分団、 部 班
ポンプ

自動車

小型ポンプ

付自動車
小型動力
ポンプ その他 団員定数

合計
男 女 充足率 団長 副団長 ・≡「・構 支団長

方面隊長
副支団長 分団長 副分団長 部長 副部長 班長 操縦手 団員 機能別団員 訓　練 警　戒 そ　の　他

千葉市・ ｜ 6 18 74 42 16 840 713 551 162 84．8 82，500 68，000 501500 441000 361000 331000 32，000 311000 ］回 3．800 咽 3㌦00 1回 3，100

市川市 1 4 23 17 6 400 327 319 8 8t7 ゴ47．500 118，500 90β00 671000 401000 36，500 1回
活動に従事7．000
従事しない2．500 1回

2，500 1回 2，500

銚子市 1 10 38 18 20 2 579 506 490 16 　87．3 1051000 71，500 54，500 401000 35「500 34，500 30，000 5，000 1回 11000 1回 1，000 旧 1，000

船橋市 ｛ 4 20 59 14 45 4 720 637 622 15 88．4 159，000 127，000 95，000 76，000 53，000 39ρ00 36，500 1回
　　4H迄31500
　　4H超7，000

1日 2，500 1日 2500

館山市 1 9 24 23 31 2 360 332 316 16 92．2 2”1000 147，000 91，000 72，000 54，000
　一4qoOO 36，000 1回

放水有1βoo

放水無900
1回 1，200 1回 上800

鴨川市 1 4 25 15 28 5 25 732 642 631 11 87．7 261ρ00 149ρ00 121，000 89ρ00 53ρ00 45，000 35，200 261500 1回 600 ］回 600 ］回 600

南房総市 1 7 30 31 6 32 1ρ52 928 928 88．2 287ρ00 265，000 244，000 1781000 118，000 85，000 62ρ00 461000 1回L 毛700 1回 1，700 1回 1，700 旧 その他招00

鋸南町 ｛ 4 5 2 4 199 ｛56 142 14 78．3 268，000 185，000 126，000 88，000 721000 57，000 44ρ00 1回
部長以上2200
部長以下1．］00

｛回 部長以上a200
部長以下L100

年間 19POO

木更津市 1 8 38 7 31 600 504 491 13 84 260ρ00 可66ρ00 119，000 54ρ00 35，000 28，000 27，000 1回 1β00 咽 ｛，400 個 1，400 1回 その他1400

香取市 1 6 19 可侶‘ 12 99 8 1，446 1，253 1，253 86．6 150ρ00 100，000 63，500 48，400 42，000 2軌000

多古町 1 7 44 4 40 9 513 502 502 97．8 127，000 88，900 63，500 48，400 38，500 20，000

東庄町 1． 4 21 2 20 1 235 229 229 97．4 て5叩00 100，000 58，000 47ρ00 38，500 20，500 20，000

長生郡市広域 1 9 32 108　、 26 82 4 1，491 1，423 1・423 95．4 160，000 120ρ00 120，000 120，000 88ρ00 55，000 421000 31，000 28，000 24，000 22，000 ］回

管轄建物3000
その他2ρ00
　管轄外1ρ00

1回 11000 1回 1000 部 14歳末警戒25卯0
野田市 1 4 30 26 14 43 860 638 631 7 74戊 1101000 88ρ00 50，500 45，500 40，000 37ρ00 2，300 36，500 個 2，270 1回 Z270 1回 2，270

松戸市 1 10 36 8 34 640 559 523 36 87．3 156，000 102，000 84000 55，000 36，000 32，000 2B，000 1回
4H迄3．000

4H以上7，000
1回 2，500 1回 2，500 1回 その他2、200

習志野市 1． 8 8 192 148 140 8 77 160，000 130，000 100，000 80COO 5叩00 馳．’ 40ρ00 1回 2β00 1回 2，800 1回 2，800

柏市 1 5 43 20 23 1 63で 631 617 14 100 126，500 87，000 66，500 54500 54，500 48，000 43ρ00 38，500 1回530 36，500 1回
4H未満3．500

4H以上7．000
1回 3，500 1回 3，500 1回 会議2，550

我孫子市 1 6 21 4 17 266 228 228 85．7 120，000 88β00　． 78000 66ρ00 48ρ00 37，000 37，000 37，000 36，500 1回
4H未満31500・4H以上7．000

1回
4H未満3．500

4H以上71000
1回

4H未満3，500

4H以上7ρ00

佐倉市 1 7 53 9 43 1 BO5 740 725 15 9t9 156COO 120000 ｛08，000 96，000 75，000 63ρ00 57ρ00 39COO 36，000 1回 1，500 1回 1，500 1回 t500

八街市 1 25 6 14 5 480 378 369 9 78．7 165ρ00 113COO 103，000 71，000 49，000 39，000 3tOOO 49ρ00 ．25，000 aoOO

酒々井町‘ 1 13 2 11 1 173 165 165 953 て50COO 107，000 77，000 5α500 45，500 37ρ00 37，000 35，000 1回 1，500 1回 1，500 1回 1，500

成田市 1 12 95 20 74 1，535 1，426 1，407 19 92．8 172，000 115，000 85，000 691000 5｛ρ00 3tOOO 27，000 1回 3，000 1回 11300 」回 1，300

神崎町． 1 2 13 13 2 187 181 181 96．7 127，000 88，900 63，500 48．40b 44ρ00 20，000

匝瑳市 1 12 41 10 31 694 652 652 93．9 105，000 71，000 56ρ00 38，000 3乳000 24000 20．obo 1回 1COO以内 順 1ρ00以内 旧 1、000以内

横芝光町 1 8 26 、9 18 　　3 2 520 459 459 88．2 142，200 て06，400 65，000 53β00 42，600 231500 20，0GO 1回 2800 咽 5，600 1回 5，600

流山市 1 6 22 1 6 17 1 1 300 297 284 13 99 招ぴ000 85，000 ．70ρ00 55，000 45，000 40ρ00 36，500 1回 7000 1回 乞300 1回 2，300 1回 会議等2．550　　　ノ

市原市 1 7 86 1 86 8 1，633 1，407 1，383 24 86」 115，000

86，100

　　～
98．7000

‘

50，500　～

65000
45；500 37，000 37000 36，500 12，000 1回

4H未満3．500

4H以上7ρ00
1回 21200 1回 21200 ・1回 その他2200

八千代市 て 3 13 1ゴ 2 309 286 260 26 92．5 136，000 10α000 75，000 46ρ00 32ρ00 28COO ｛回 2，000 2，000 1回 2ρ00

東金市 1 7 16 29 13 16 3 550 488 479 9 88．7 180ρ00 120，000 120，000 108，000 90ρ00 60ρ00．42，000 33ρ00 241000 個
11500 1回 1，500 1回 1，500

山武市 1 13 48 16 31 9 ‥

　　875 816 790 26 93．2 157，000 1礁oqo 臼2000 85，000 70，000 65，000 54，000 25，000 20，000 1回
10．000／部

2ρ00／人 咽
10，000／部

2ρ00／人
1回

10．000／部

2，000／人

大網白里市 て 4 27 13 14 2 543 419 412 7 77．1 157，900 94」00 命，200 54，800 43，200 32β00
副班長
28200 26，GOO

1回
1部

部長以上乞000／　　　　　人各班5000／班

1回 1，000 1回 1ρ00 重回

放水4．000／班

水防2，000／人　　　　　「

その他1ρoo／人

九十九里町 1 8 19 19 1 1 405 336 336 82．9 156，000 95，000 83ρ00 72，000 58ρ00 42，000 23000 18，000 1回 1400 1回 1，400 咽 1，400

芝山町 1 8 17 6 13 2 380 346 346 91 1541000 ｛07β00 72，600 52，800 44000 29COO 24000 5，000 1回， 11800 1回 1β00 1回 900

旭市 1 5 16 47 19 28 769 767 767 99．7 120ρ00 BO，000 65，000 501000 42000 30ρ00 25，000 て部 6，000 1人 印00 1人 1000

君津市 1 5 44 15 28 960 859 837 22 89．4 ‘2501000 166，000 145，000 133COO 133000 113，000 78，000 58，000 34000 ’　／

29，000 10，000 1件 1β00 1件 1，400 1件 ．1メ00 1件
風水害等

　L800

鎌ケ谷市 1 3 8 廿
1

8 177 153 143 10 B6．4 138，000 106，000 84，000 52，000 4］，500 38，500 36，500 1回 3β00 個 0　　　　2．700 咽 2，700 1回 2700

富津市 1 12 16 11 11 9 2 552 480 479 1 86．9 245，000 180ρoo 1451000 1351000 78ρ00 55ρ00．29，000 23ρ00 21ρ00 1回 1　　　1ρ00 咽 1，000 1回 1，000

勝浦市 1 6 31 13 17 1 3 423 383 377 6 90．5 106，000 69ρ00 53，000 39，000 36，000
技術団員
　30，000

281000 1回 1，900 1回 1，900 1回 1，900

，自
技術団員1，900

歳宋特別㌔900

いすみ市 1 14 如 37 34 8 954 877 876 1 91．9 159，000 て12ρ00 76，000 53，000 39，000
b

311000 26，000 10ρ00 1部 15，000 1部 15，000 1部
’3，000

1部 ・　　　　て5000

　　’
大多喜町 1 6 16 12 6 18 1 380 347 347 9輻3 109，600 751500 75，500

本部分団長
　　49，700

本部副分団長・　　　35400

75，500 52，900 49，700 35，400 33ρ00 32ρ00 11ρ00 咽 2，1GO 咽 2，100 個 2100

御宿町 1 5 6 8 2 225 朽9 　159 70．6 114，900 751700 55，900 40，600 34，400 31，400 28，000 1回 2ρ00 1回 2，000 1回 之000 1回
その他（技

術）2，200

四街道市 1 3 17 7 10 2 3GO 251 239 12 83．6 145ρ00 107，000 75，000 54，000 43ρ00 38，000 3乳000 1回 3，000 1回 1，500 1回 1，500

浦安市 1 4 9 3 3 230 93 58 35 40．4 300，000 250，000 250，000 1001000 100β00 75，000 50ρ00 1回 7ρ00 1回 2，500 1回 2，500

印西市 1 4 14 47 5 40 772 631 625 6 81．7 160，000 112，000 66，000 50，000 4〔1000 321000 28，000 1回 21000 1回 2，000 1回 2ρ00

白井市　　r 1 3’ 21 1 20 1 352 265 264 1 75．2 154000 1｜1，000 70，000 46，000 39，000 30，GOO 28，000 1回 2，200 1回 21200 1回 2，200

袖ケ浦市 1 5 ．18 16 2 18 467 408
＼

　　392 13 87．3 228ρ00 156COO 13aoOO 102，000 5Z800 38，400 37200 36000 OB団員は
　　50％

1回 1，300 1回 1，300 1回 11300

富里市 1 1． 19 9 れ 430 378 378 87．9 153，000 102，000 82，000 66，000 50，000 39，000 30ρ00 27，000 1回 1，500 1回 1，000 1回 1，000 1回 会議1ρ00

栄町
て 5 22 2 7 15 2 352 279 262 17 79．2 160ρ00 114000 63，000 49ρ00 40，000 29，500 27，000 1回 1，500 1回 11500 1回 1，500 」回

平日夜間訓練750

　　　会議750



消 防 概 況
平成 31 年 4月 1 日

●全 国 消防吏員 161,593 人（うち女性 4,035 人 2.5％）

●千葉県 7,994 人（うち女性 237人 3.0％）

●東葛 9 市 3,043 人（うち女性 112人 3.7％）

本 部 名 定 員 実 員 吏員（女） 災害出動 火災件数 救急件数

1 千 葉 市 946 939 40 4,796 261 58,370

2 市 川 市 520 512 28 4,420 97 23,570

3 銚 子 市 116 105 1 633 21 2,871

4 船 橋 市 647 669 21 2,025 148 34,648

5 安房郡市広域市町村圏事務組合 276 275 5 1,245 94 8,103

6 木 更 津 市 195 189 3 1,473 48 6,922

7 香取広域市町村圏事務組合 232 209 4 1,209 49 5,143

8 長生郡市広域市町村圏組合 232 232 2 1,447 103 8,932

9 野 田 市 181 176 3 1,054 41 7,673

10 松 戸 市 508 502 21 3,956 113 26,516

11 習 志 野 市 210 205 9 905 25 8,860

12 柏 市 450 499 25 5,079 87 20,519

13 我 孫 子 市 152 157 2 1,577 35 6,491

14 佐倉市八街市酒々井町消防組合 395 385 10 1,652 83 12,391

15 成 田 市 250 244 9 1,210 56 7,208

16 匝瑳市横芝光町消防組合 110 109 0 611 41 2,885

17 流 山 市 200 192 3 1,958 27 8,289

18 市 原 市 376 376 8 2,002 105 15,346

19 八 千 代 市 230 224 7 1,043 35 9,324

20 山武郡市広域行政組合 278 273 3 1,920 126 10,910

21 旭 市 130 121 3 501 23 2,828

22 君 津 市 160 160 0 782 33 4,704

23 鎌 ケ 谷 市 154 142 5 1,074 20 5,781

24 富 津 市 116 89 5 451 29 2,642

25 夷隅郡市広域市町村圏事務組合 200 188 3 897 50 4,403

26 四 街 道 市 112 111 2 575 26 4,020

27 浦 安 市 200 194 4 1,666 35 8,592

28 印西地区消防組合 266 263 10 1,481 68 6,871

29 袖 ケ 浦 市 135 123 0 665 41 2,973

30 富 里 市 82 82 1 386 22 2,296

31 栄 町 55 49 0 153 4 967

全 体 合 計 8,114 7,994 237 48,846 1,946 331,048

東葛 9市合計 3,012

(37.1%)

3,043

(38.1%)

112

(47.3％)

22,809

(46.7％)

603

(31.0%)

142,079

(42.9％)

＊出動件数は平成 30年中、災害出動は火災出動を含む

＊平成 29 年度に職員定数条例改正：木更津市、柏市、流山市、市原市、夷隅郡市広域市 町

村圏事務組合

＊平成 30 年度に職員定数条例改正：野田市

＊女性吏員「０」：匝瑳市横芝光町消防組合、君津市、袖ケ浦市、栄町



　　　　　　　　　千　　　葉　　　県　　　内　　消　　　防　　本　　　部　　　概　　　況　（平成31年4月旧現在）
実　員　数 交代勤務者 階　級　別　人　員 出　動　件．数 消　　防　　車　　両　　等 諸　　手　　当 当　　初　　予　　算（千円）

定数
女 その他 合計 男 女 合計　　司監 正監　　監

　　　　一一司令長　司令　司令補 士長 副士長 消防士癩T　災害　救急
・

合計 指揮割ポンプ車救助車 梯子車 化学車 消防緬 ヘリ 救急車 その他 火災　　　　　救助　　　　　　　　　　その他潜水示 救命士， 機関 夜間 搬会言￥一「 消防費

千葉市 946 939 896 40 3 　698 680 18 936 1 5 13 24 190 221 218 264 261 41796 58，370 197． 7

1　　51

5 9 6 1 2 β1 85 1go 110 150 510
大型220

普画go
救急15D

11100 461，000，000 13，768，469

市川市 520 512 483 28 1 423 407 16 511 1 8 33 」73 145 56 95 97 41420 23，570 110 4 17 3 3 3 4 16 60 2イ0 働務
　260

3〔｝0 500 140 50G 1勤務大型220
　　普通180

200 157．8001000 5，605，000

銚子市 116 105 104 1 86 85 」 105 1 4 13 46 30 ” 2｛ 633 乞871 16 7 1 1 1 4 　2 500 500 200 200 500 働務大型220
　　普通110

220 231892ρ00 967，367

船橋市 647 669 644 21 4 565 549 16 665 1 7 31 128 157 142 1 198 148 2，025 341648 122 3 25 3 6 2 ハ 20 62 220 高所作業330 220 140 510
　昔通330
　救急210
大型日額150

212，160，000 6．3671700

安房郡市広域市町村
圏事務組合

276

r

275 270 5 247 243、 4 275 1 6 ］1 38 73 60 43 43 94 1，245 8，103 34 2 15 2 2 1 8 4 100 200 10〔｝ 100 500 2．7741855

木更津市 195 189 186 3 163 160 3 189 1 16 32 42． 16 26 56 48 t473 6，922 28 1 8 1 2 1 可 6 8 高所深所

　　200
特別救助隊
　月額3000

特殊車両運転

　　　　200
4419461000 1．74ぴ250

香取広域市町村
圏事務組合

253 209 205 4 188 184 ’ 4 209 1 3 13 35 61 38 25 33 49 壬209 5，143 31 1 ｛2 1 3 1 8 5 300 高所200 300 200 500 2223，456

長生郡市広域市町村
圏事務組合

232 232 230 2 200 ］98 、2 232 1 4 18 29 74 5て 5 50 103 1447 8，932 31 4 12 2 ｛ 1 9 2 　　　　300
2時間超11000

200 100 400 働務大型500
　　普通300

2．584β52

野田市 181 ，176 171 3 2 ］46 143 3 て76 1 12 28 43 36 3 53 41 ㌧054 7，673 23 1 9 2 1 1 7 2 250 月額2，500 200 200 月額5，000 200 200
49，087，000 1．893β95

松戸市 508 502 481 21 413 403 10 502 1 10 23 101 1て6 127 7 117 113 3，956 26，516 58． 1 19 3 5 2 1 14 13 　　　　400
特殊災害2．000

　　　　200
特殊災害2．000

200 200 200 156」80，000 51666，744

習志野市 210 205 195 9 1 166 て59 7 204 ｛ 4 8 33 55 53 50 25 905 8，860 24 1 6 2 2 2 6 5 200 200 200 200 特定行為実

　施時510
1当務200
半当務｛00

63．4801000 2，480，628

柏市 450 499 474 25 258 247 1f 499 1 13 23 85 90 ｛39 148 87 5，079 20，519 89 6 16 3 4 2 15 43 旧400 200 月額5．000
正機関2，000

副機脚，500
410 　T

134，260，000 5．200β79

我孫子市 152 157 ・154 2 ｛ 130 129 f 156 1 11 37 37 28 19 23 35 て，577 61491 16 1 6 1 1 1 6 600 300 300 500 37，96卯00 1，689，736

佐倉市八街市酒々
井町組合消防組合

395 385 372 10 3 299 292 7 382 f 11 31 121 105 54 1 58 83 1，652 12，391 49 6 20

ゴ

2 2 2 ｜3 4 200 200 200 200 200 働務大型300
　　普通200

4，739，395

成田市 250 244 235 9 218 209 9 244 1 4 19 49 　45 45 29 52 56 1，210 7208 43 6 13 1 2 2 9 10 200 300
緊急・市長認

める場合500
150 500 100 ム60，600，000

　2、643、506

匝瑳市　　． 110 　109 to8 1 92 92 108 1 8 9 43 25 20 2 41 611 2β85 20 1 ．6 1 1 4 7 1　　　200
　　　　200
高所深所250

200 200
　　特大500
大型・中型300

　　普通250

1ρ44019

流山市 200 192 189 3 161 160 1 192 1 7 33 54 32 f8 47 27 1，958 8，289 24 1 8 1 1 1 6 6 　500

　　高所作業
20時～6時680
　　以外550

400 月額5ρ00

　　　■

20時～6時500
火災以外400
救急以外200
20時～6時250

60．0671000 2．052β48

市原市

　　1

376 368 8 282 278 4 376 1 1 31 52 125 84 82 105 21002 15β46 64 7 16 3 4 3 1｛ 20 220 高所作業日額
　　　　250

　20mまで3｜0

　30mまで780
それ以上1，500

脂0 120 510 火災1go
救急150

94、77叩00 4，914，800

A

八千代市 230 224 217 7 184 18］ ．　　3 224 1 4 10 63 43 35 68
’

　35 1ρ43 9，324 22 1 10 1 2 1 7 290
　　　　240
高所作業日額

　　　　250

190 460 大型240
普通160

56．8501000 21904，357

山武郡市広域行政
組合

278 273 270 3 226 † 273 1 7 8 49 94 39 25 50 126 1，920 10，910 38 4 12 2 1 2 9 8 　　　　300
高所作業＋200

　　　　300
高所作業＋200

200 200 500 1勤務大型300

　　普通i50
300 3，343，609

旭市’ 130 121 116 3 2 99 99 119 1 4 13 56 27 12 6 23 501 2β28 18 1 9 1 1 1 5 　　　　200
’高所作業＋200

200 200 200 500 300 30，080，000 1221，457

君津市 160 160 160 136 136 160 1 て2 31 4 80 32 33 782 4704 3｜ 1 パ 1 f 6 1｛ 150 月額2500 150 150 650 大型320
普通260

31290，000 2，112，446

鎌ケ谷市 154 142 137 5 114 110 4 142 1 8 22 34 32 16 29 20 1，074 5，781 23 T 5 1 1 1 5 9
災害応急作業手当：非常災害時における業務　日額1ρ00
感染症作業手当：感染症患者の収容及び消毒日額1，000

33、860β00 1．4521529

富津市 刊6 89 84 5 7］ 68 3 89 1 6 ｛2 26 27 17 29 45て 2642 18 1 6 1 4 6 150

「’

　月額2、500 ｛時間250 150 150 500
大型300
中型250
普通200

19」501000 1．10ぴ817

夷隅郡市広域市町村
圏事務組合

200 188 183 3 2 167 164 3 186 1 16 35 70 13 21 30 50 897 4403 32 1 8 2 7 14 200 　　　　200
高所作業巧00

潜水救助＋500
潜水訓練＋300

200 200 500 1．71軌662

四街道市　　　　　　　　　彦 112 1” 犯9 2 89 87 2 111 1 5 25 29 21 30 26 575 4，020 2て 1 5 1 2 1 4 7
休日勤務手当：時間単価×100／135x時間数
夜間勤務手当：時間単価x100／25　x時間数

27．110ρ00 1，14“98

浦安市 200 194 187 4 3 146 146 194 重 16 40 45 31 12 49 35 1，666 8，592 24 1 8 1 2 7 5 400 ’500 150 300 働務500
大型300
普通250

300 7811001000 a226，210

　　　　　　　　　一
印西市 266 263 250 10 3 225 217 8 260 1 5 12’ 52 84 46 27 33 68 1481 6，871 40 1 10 1 2 2 8 16 300 300 300 300 500 大型300

普通200
3，210，965

袖ケ浦市 135 123 120 3 99 99 123 て 16 15 38 23 30 41 665 2，973 25 4 8 て 2 4 6 300 　　　　300
高所作業＋200

1時間250 200 510 大型200
普通150

24，540，000 1β22，979

富里市 82 82 78 1 3 68 6C 79 1 13 41 1 8 15 22 3B6 2，296 11 1 3 1 1 3 2 300 300 200 200 500 大型200
普通150

14，232，000 806，885

栄町 55 49 45 4 36 36 45 1 2 10 16 2 8 4 153 967 9 1 2 1 2 、3 400 400 400 400 1勤務400 6，788，600 5凪546



区　　分
住民基本台帳

人口
人 人 人

実員 人 人 人

算定数（Ａ） 署所 署所 署所

整備数（Ｂ） 署所 署所 署所

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

算定数（Ａ） 台 台 台

整備数（Ｂ） 台 台 台

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

算定数（Ａ） 台 台 台

整備数（Ｂ） 台 台 台

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

算定数（Ａ） 台 台 台

整備数（Ｂ） 台 台 台

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

算定数（Ａ） 台 台 台

整備数（Ｂ） 台 台 台

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

算定数（Ａ） 台 台 台

整備数（Ｂ） 台 台 台

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

算定数（Ａ） 台 台 台

整備数（Ｂ） 台 台 台

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

算定数（Ａ） 台 台 台

整備数（Ｂ） 台 台 台

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

算定数（Ａ） 台 台 台

整備数（Ｂ） 台 台 台

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

算定数（Ａ） 台 台 台

整備数（Ｂ） 台 台 台

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

算定数（Ａ） 台 台 台

整備数（Ｂ） 台 台 台

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

耐震性を有す
る消防本部及
び署所の割合

％ ％ ％

非常用電源設
備等が設置さ
れた消防本部
及び署所の割

％ ％ ％

算定数（Ａ） 箇所 箇所 箇所

整備数（Ｂ） 箇所 箇所 箇所

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

算定数（Ａ） 人 人 人

現員数（Ｂ） 人 人 人

（Ｂ）／（Ａ） ％ ％ ％

23

100.0 96.0 85.2

署所管理分

9 11

野田市消防本部　消防施設整備計画実態調査　総括表（３回分）

施　　設　　等 平成３１年度 平成２７年度 平成２４年度

管轄人口 154,404 155,610 157,363

消防職員数 176 166 165

署　　　　　　所

6 6 6

6 6 6

100.0 100.0 100.0

100.0 90.9 83.3

15

14 14 13消防団管理分

14 14

100.0 100.0 86.7

は　し　ご　自　動　車

1 1 1

1 1 1

100.0 100.0 100.0

消防ポンプ
自動車

署所管理分
＋

消防団管理分

23 25 27

23 24

12

9 10 10

化　 学 　消 　防 　車

1 1 1

1 1 1

100.0 100.0 100.0

救 急 自 動 車

7 6 6

6 6 6

85.7 100.0 100.0

救 助 工 作 車

2 2 2

2 2 2

100.0 100.0 100.0

指 揮 車

1 1 1

1 1 1

100.0 100.0 100.0

非常用消防ポンプ自動車

1 0 0

0 0 0

0.0 0.0 －

非 常 用 救 急 自 動 車

1 1 1

1 1 1

100 100.0 100.0

消防本部及び署所の
耐 震 化 等

100.0 100.0 66.7

100.0

81.4 80.3

消防職員

100.0 100.0

消 防 水 利

2,064 2,101 2,094

1,690 1,710 1,682

81.9

Ｈ２４よりＨ２７の現有台数に対する充足率が下がった原因： 実員数は増えたが、指令センターに５人派遣したた
め、実勤務人員が減少したため。

73.3 66.7 69.6
１　「算定数」は、消防力の整備指針に基づいて算定した数。ただし、消防職員については、車両の乗り換え運用や兼務を考慮した数としている。

２　「整備数」は、実際の保有数(非常用を除く）としている。ただし、消防水利はこの限りでない。

３　消防水利について、算定数にあっては消防水利が必要な範囲の数、整備数にあっては当該範囲のうち整備されている範囲の数としている。

現有台数に
対する人員

240 249 237

176 166 165


